
９ ９ 調査研究関係

（１）温暖化対策関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

自然環境データベースのGIS
による構築・運用
－森林変遷の把握と温暖化緩和
機能の評価－

（平成２５～２７年度）

埼玉県を対象とした地理情報システム（GIS）による自然環境データベースの
さらなる充実を図るとともに、構築したGISデータベースを用い、詳細な森林の
変遷を把握する。また、森林等の温暖化緩和機能を評価する。
平成２６年度は、収集したデータを用い、他の土地利用から森林への変遷につ

いて解析を行った。その結果、埼玉県の森林は１９７５年から２０００年の間に全体とし
て約６％減少したが、詳細な変化を見ると、逆に他の土地利用から森林へ変わ
った場所も多く、１９７６年から２００９年の間に、他の土地利用から森林に変わったメ
ッシュは、森林全体の５．６％となり、特に畑地から森林への変化が３３．６％を占め
た。その多くは県中西部の山間地域の畑地で、耕作放棄等により森林へ変化し
たと考えられた。

（２）大気環境関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

微小有機成分粒子の一次排出
および二次生成の寄与割合推定
に関する基礎的研究

（平成２３～２６年度）

微小粒子状物質（PM２．５）のバイオマス燃焼起源や二次生成の指標となる有機
成分を測定し、大気中での動態を明らかにするとともに、一次排出及び二次生
成の寄与割合を適切に推定するための手法検討やデータ収集などの基礎的な研
究を行う。
平成２６年度は、秋季・冬季の高濃度事例の比較、夏季の状況の考察、バイオ

マス燃焼の発生源組成の把握、バイオマス・化石燃料燃焼の寄与推定を行った。
秋季・冬季の高濃度事例ではPM２．５中の有機炭素成分に対するバイオマス燃焼
の寄与が卓越していた。夏季の有機炭素成分は比較的低濃度だが化石燃料燃焼
や二次生成の寄与が見られた。

微小エアロゾルの通年観測試
料を活用した各種大気イベント
の解析

（平成２４～２６年度）

埼玉県環境科学国際センターでは全国的にも事例の少ない日単位のPM２．５の
通年測定を平成２１年４月から継続しているが、同時に、週単位のPM２．５および
PM１の通年測定も実施している。本課題では、これら試料を活用して、高濃度事
例や越境大気汚染などの各種大気汚染イベントを評価する。
平成２６年度は、年平均値が１３．７μg/m3で、これまでで最も低濃度となり、環境

基準を連続して超過する事例は見られなかった。また平成２５年８月に見られた
高濃度現象については、越境大気汚染による影響を示唆する結果が得られた。

光化学反応によるBVOC由来
生成物の測定手法の構築と埼玉
県における現況把握

（平成２５～２７年度）

微小粒子状物質（PM２．５）の原因物質の一つである揮発性有機化合物（VOC）
のうち、植物由来のVOC（BVOC）の動態やPM２．５生成への寄与はまだ十分に把
握されていない。そこで、BVOCの光化学反応により生成するPM２．５中の指標化
合物について測定・分析手法を構築し、本県における現況を把握する。
平成２６年度は、県内３か所（東秩父・東松山・加須）で採取した試料を用い

て現況把握を試みた。得られたcis―ピノン酸および２―メチルテトロールの大気
中濃度の変動傾向は、光化学反応による二次生成を示唆する結果となった。
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（３）自然環境関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

資源植物による汚染土壌の修
復効果にみられる品種間の差の
評価

（平成２５～２８年度）

植物の機能を用いたファイトレメディエーションは低コストで環境に優しい
汚染土壌の修復技術として注目されている。これまでに高付加価値の資源植物
を活用した汚染土壌の修復と有効利用を同時に実現する「収益型のファイトレ
メディエーション技術」の構築を目指して研究してきた。本研究では、トウモ
ロコシ、大豆等のバイオ燃料用植物および観賞用植物に対し、品種による重金
属の吸収と蓄積の特徴の解明、修復能力の違いの評価、最適な品種の選出を行
う。
平成２６年度は、代表的な１１品種のトウモロコシに対し汚染土壌を用いた試験

の結果、総バイオマスの収量より実の収量の方が品種間差は大きかった。また、
品種間の修復能力は大きな差が認められ、ファイトレメディエーションには適
切な品種の選出が極めて重要であると分かった。

光化学オキシダントと高濃度
二酸化炭素が埼玉県の水稲に及
ぼす単独および複合的な影響の
評価

（平成２６～２８年度）

埼玉県は光化学オキシダント（O３）濃度が高い地域であり、農作物の成長や
収量への悪影響が懸念される。また、大気中の二酸化炭素（CO２）濃度の増加も
世界的に進行しつつあり、農作物に様々な影響を及ぼすことが予測される。こ
のような大気環境変動に対する埼玉県の農作物への影響を評価するにはそれぞ
れの単独影響だけでなく複合的な影響を考慮する必要がある。そこで本研究で
は、埼玉県の主要な水稲品種等を対象に高濃度CO２とO３の収量等に対する単独
および複合的な影響を評価する。
平成２６年度は、水稲にO３やCO２を暴露するために、研究員らが開発した小型オ

ープントップチャンバーを改良し、濃度制御等の能力評価を行い、O３やCO２の暴
露実験手法を確立した。

（４）化学物質関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

環状シロキサンの分析法開発
と環境汚染実態解明

（平成２４～２６年度）

環境残留性・生物蓄積性の懸念される環状シロキサンについて、環境試料の
分析法検討、下水処理施設等の発生源調査、周辺河川の濃度分布調査を行うこ
とで環境動態に関する知見を集約し、環状シロキサンの環境影響評価に貢献す
ることを目的とする。
平成２６年度は、埼玉県内の主要河川において水質および底質のモニタリング

調査を実施した。河川の流況から環状シロキサン発生源としての下水処理施設
の寄与などが確認された。

県内における有機ハロゲン難
燃剤の汚染実態の把握

（平成２６～２９年度）

残留性汚染物質またはその可能性が高い有機ハロゲン難燃剤（ヘキサブロモ
シクロドデカン、デクロランプラス）について、県内の大気、水、底質の環境
汚染実態を把握することを目的とする。
平成２６年度は、類縁体を含む１６物質について大気の分析方法を確立した。ま

た、ダイオキシン類調査で採取した大気試料の抽出液がこれらの有機ハロゲン
難燃剤の測定に利用できることを確認した。

河川水中ネオニコチノイド系
殺虫剤濃度の年間変動

（平成２６～２８年度）

河川水中のネオニコチノイド系殺虫剤の濃度の長期的な変動及び農業活動や
気象条件との関係を把握することを目的とする。また、ネオニコチノイド系殺
虫剤と同様に生態系への影響が懸念されるフェニルピラゾール系殺虫剤フィプ
ロニルと、日本では未登録の新規ネオニコチノイド系殺虫剤スルホキサフロル
も新たに測定対象とした。
平成２６年度は、高濃度となる夏季に、３５河川３８地点の河川水中濃度の調査をし

た。また、これまでに開発したネオニコチノイド系殺虫剤の同時分析法を基に、
新規対象物質も含めた同時分析法となるように改良をした。
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（５）水環境関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

県内河川における内部生産現
象の実態解明と水質汚濁影響評
価

（平成２４～２６年度）

県内で河川形態や水質が異なる上流域及び中流停滞性水域を対象に、内部生
産の実態を把握するとともに、生産を支配する因子を明らかにして有機汚濁の
観点から環境影響を評価することを目的とする。
平成２６年度は、付着藻類が繁茂している小河川において生成する有機物の特

性やその生成量を評価した。また県内の環境基準点におけるBODと藻類濃度と
の相関の強さから、県の東部や南部の河川ではBOD値が藻類によって悪化して
いることが示唆された。

下水処理プロセスにおける
N２O生成ポテンシャルの評価

（平成２４～２６年度）

県内の下水処理施設を対象とし、N２O生成に関連する代謝速度を実験的に測
定することにより、下水処理プロセスからのN２O生成のポテンシャルを評価
し、温室効果ガス排出抑制条件を明らかにすることを目的とする。
平成２６年度は、これまでに得られた硝化活性試験とN２O生成活性試験の詳細

な解析を行った。硝化を抑制した場合は、N２O生成のポテンシャルを有するもの
の、硝化量が少ないために、N２O排出量が抑制されたことが示唆された。

中小河川・水路における水生
生物の生息環境の評価手法の検
討

（平成２５～２６年度）

主に大里用水の水路網に焦点を当て、河川環境・水質・生息生物等の調査を
基に、水生生物の生息環境を整理・解析し、カルテのような形によってその評
価手法を検討することを目的とする。
平成２６年度は、前年度に引き続き大里用水の水路上の６地点で調査を実施し

た。コンクリート３面張りの水路においても、水路底の一部を掘り下げ変化を
つけることにより水生生物の生息場所として機能することが明らかとなり、河
川構造は評価項目として重要である。

浮遊細菌の構成種から見た埼
玉県内河川の水質特性評価

（平成２６～２８年度）

浮遊細菌の構成種は、物理化学的な環境パラメーターに敏感に反応し、その
組成が変化するため、新たな河川水質特性評価指標としてその有効性が期待で
きる。本研究では、県内河川における浮遊細菌の構成種の把握および河川水質
特性との関連性を明らかにし、新たな水質指標としての可能性を検討する。
平成２６年度は、県内河川の１２地点で浮遊細菌の構成種および水質の調査を実

施した。その結果、各地点で特徴的な浮遊細菌構成種のパターンが見られた。
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（６）土壌・地下水・地盤関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

埼玉県における地下水質特性
の総合評価とその応用に関する
研究

（平成２３～２６年度）

本研究は埼玉県平野部における地下水質特性を評価・解析することにより、
環境管理上懸案となっている様々な地下水汚染に対して効率的な監視体制や迅
速かつ適切な汚染状況の把握手法の提案を目指す。
平成２６年度は、県北東部（加須市・久喜市及び羽生市）における地下３００m

程度までの地層カラムやフェンスダイアグラムによる三次元表示を検討した。
その結果、本研究により計測した地下水質情報を三次元地質情報と併せて解釈
することにより、地域の地下水質特性を帯水層のレベルに応じて把握すること
ができた。

海成堆積物の風化メカニズム
と土壌汚染リスク管理に向けた
検討

（平成２４～２６年度）

海成堆積物は一定期間大気中で放置されると、硫化鉱物の風化により酸性土
壌へと変化し、様々な有害重金属類が溶出する。本研究では、硫化鉱物の風化
過程と土壌pHの変化について解析し、この結果を基に海成堆積物の土壌汚染リ
スク管理手法を検討する。
平成２６年度は、アルカリ素材による硫化鉱物の風化抑制メカニズムを解析す

るとともに、屋外で風化実験を実施した。風化メカニズムについては明確な結
論を得るまでには至らなかったが、アルカリ素材による硫化鉱物の風化抑制効
果は屋外でも確認できた。

土壌中における有害重金属の
存在形態と植物への移行状況の
解析

（平成２４～２６年度）

土壌汚染が発生した場合、土壌を介して有害物質が植物へと移行する可能性
が懸念される。植物への移行特性を解析するには、間隙水中での溶出形態や土
壌中での存在形態の把握が不可欠である。本研究では、中国農用地汚染土壌を
用いて、重金属類の溶出形態と存在形態を分析する。
平成２６年度は、今までに得られた分析結果を基に、土壌から植物への移行特

性に影響を及ぼす様々な化学的因子を特定するとともに、金属元素ごとに移行
特性を類型化した。

地中熱利用システムのための
地下熱環境評価手法と熱応答試
験装置の開発

（平成２４～２６年度）

本研究は、再生可能エネルギーの一つとして期待されている地中熱エネルギ
ーに着目し、設計や施工に役立つ情報の整備を行うことを目的としている。特
に、熱の採りやすさを事前に把握できる「熱応答試験」について研究し、数値
実験や現場での実験を通じて、埼玉県の地下環境に適した試験方法等の検討を
行う。
平成２６年度は、従来の熱応答試験の方法に比べて、短時間でかつ簡便に実施

できる機器を提案し、数値シミュレーションや室内実験からその有効性を検証
した。

（７）環境放射能関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

生態園をモデルとした放射性
物質の分布及び移行に関する研
究

（平成２６～２８年度）

２０１１年３月の東日本大震災による福島第一原発事故により放出された放射性
物質は、大気中に拡散、輸送され、本県の一部地域もその影響を受けた。そこ
で本研究では、埼玉県環境科学国際センター生態園をモデルとし、環境中で放
射性物質の移動に関与すると考えられる様々な媒体を対象に、放射性物質の分
布、移行、蓄積等の実態把握を目的として調査を行う。
平成２６年度は、利用形態の異なる複数地点の土壌、池水及び底質、動植物を

対象として、放射能濃度の測定を実施した。
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１０ １０ 埼玉県環境マネジメントシステムの取組

（１）環境マネジメントシステムによる環境配慮の推進
　環境マネジメントシステムは、PDCAサイクルにより、各機関が環境配慮について自由に取り組むシステムで
あり、全ての事業に環境配慮の視点を加えようとするものです。

（２）環境配慮取組の３つの方向性
　自主化：仕組みづくり、運営及び改善を埼玉県が自ら行います。
　効率化：環境管理規定や書類様式をコンパクトにし、効率的な運用を行います。
　分散化：各機関がそれぞれ発案し運用することで、本業についての環境配慮の取組を進めます。

（３）平成２６年度の取組状況
　①　取組状況の内訳

　②　本来業務に関する取組状況
本来業務に関する取組は５９８件で、主な取組状況は以下のとおり。
・太陽熱給湯設備の導入
・環境対策型建設機械の使用
・医療施設、福祉施設の栄養指導による食物残さの削減
・EV.PHVのパーク＆ライドプロジェクトの支援
・新エネルギー産業を含む次世代産業技術開発の支援
・地産地消の推進
・LED道路照明灯の導入

　③　実施状況調査
　実施状況調査は県の各機関を事務局が訪問し、取組状況について聞き取り調査を行い必要に応じて取組につい
ての助言を行うものです。平成２６年度は６９機関の調査を行いました。

　　調査を実施した県の機関
　秘書課、企画総務課、計画調整課、財政課、東京事務所、人事課、学事課、国際スポーツ課、消費生活支
援センター春日部、防災航空センター、エコタウン課、障害者支援課、秩父福祉事務所、東部中央福祉事務
所、ウーマノミクス課、熊谷建築安全センター、教育局総務課、教育政策課、生徒指導課、教職員採用課、
人権教育課、南部教育事務所、上尾橘高等学校、入間向陽高等学校、桶川西高等学校、春日部工業高等学校、

埼玉県における環境配慮の経緯
平成９年９月　「埼玉県環境配慮方針」策定
 県が実施する公共事業や事務事業において環境配慮を徹底する手順を定めた。
平成１１年２月　環境管理システム国際規格「ISO１４００１」認証取得
 本庁機関について認証を取得。期間は平成１９年２月まで。
平成１３年３月　「埼玉県地球温暖化対策実行計画」策定
 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、「環境配慮方針」の事務事業部門を盛り込

み、「埼玉県温室効果ガス削減計画」として策定。
平成１４年３月　「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」を策定
 「環境配慮方針」の公共事業部門についても対象事業の拡大や評価方法の見直しを行い、新た

に「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」を策定。
平成１９年５月　「埼玉県環境マネジメントシステム」開始
 県独自のマネジメントシステムを全庁を対象として運用開始。

事　　例２６年度２５年度２４年度２３年度区　　分

紙・電気使用量の削減、ゴミの削減、エコドライ
ブの推進、リサイクルの推進、緑のカーテン、植栽２,２０６２,２５９２,５０７２,４４１エコオフィス活動に関するもの

（緑化、広報を含む）

各機関の本来の業務について取り組むもの５７７５９８６０９６０２本来業務に関するもの
執務室内の整理整頓、掲示方法の改善４２９４０８－－環境美化に関するもの

３,２１２３,２６５３,１１６３,０４３計
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春日部女子高等学校、川口東高等学校、川越初雁高等学校、川越西高等学校、久喜高等学校、熊谷商業高等
学校、熊谷西高等学校、芸術総合高等学校、越谷東高等学校、坂戸高等学校、幸手桜高等学校、狭山清陵高
等学校、白岡高等学校、進修館高等学校、草加東高等学校、秩父高等学校、鶴ヶ島清風高等学校、所沢高等
学校、所沢北高等学校、所沢商業高等学校、所沢中央高等学校、豊岡高等学校、滑川総合高等学校、蓮田松
韻高等学校、鳩山高等学校、羽生実業高等学校、日高高等学校、不動岡高等学校、ふじみ野高等学校、三郷
北高等学校、皆野高等学校、宮代高等学校、妻沼高等学校、八潮南高等学校、鷲宮高等学校、川島ひばりが
丘特別支援学校、行田特別支援学校、特別支援学校坂戸ろう学園、草加かがやき特別支援学校、特別支援学
校塙保己一学園、東松山特別支援学校、宮代特別支援学校、毛呂山特別支援学校
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埼 玉 県 環 境 方 針

基 本 理 念

　地球環境は人類生存の基盤です。私達は、これを次世代に引き継いでいきます。

　埼玉県は秩父の山々や武蔵野の雑木林、荒川など、緑と川の豊かな自然に恵まれ

ています。

　私達は、この潤いと安らぎのある自然を守り、持続可能な循環型社会を築いてい

きます。

　埼玉県は、「地球的規模で考え地域から行動する」を実践し、地球環境の保全に

貢献します。

　そして、恵み豊かで安心・安全な地域社会の実現を目指します。

　このため、全庁の職員が一致協力し、日本一の環境にやさしい県づくりを推進し

ます。

環 境 方 針

１　埼玉県は、県行政のすべての分野で環境の保全と創造のための目標を定めま

す。目標達成のための取組の後、それを点検・評価し、取組の継続的な改善を

進めます。

２　埼玉県は、事務・事業が環境に与える影響を認識し、自らの役割と責任を自覚

して業務を遂行します。

３　埼玉県は、県民・事業者と協働して省エネルギー・省資源活動を行い、循環型

社会を築きます。

４　埼玉県は、環境に関する法令等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

５　埼玉県は、環境の保全と創造のための取組を積極的に公表します。

２００７年５月２２日　　　　      

埼玉県知事　上田　清司 
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（４）環境配慮方針に基づく公共事業の実施結果について
１　公共事業の推進における環境配慮
　①　対　象

１　市街地の整備
２　道路の整備
３　河川・ダムの整備
４　公園、緑地の整備
５　下水道の整備
６　廃棄物処理施設の整備

　②　平成２６年度における状況
　「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）～公共事業関連～進捗状況評価実施要領」により、
平成２６年度に県が実施した公共事業について、環境配慮方針に基づく環境配慮の度合の評価を各部局で行いま
した。

　③　個別評価事業
　書面により個別評価を行った事業数は７２件でした。各事業において環境配慮方針に基づき環境配慮が必要
であるとされた項目の評価を行いました。総合評価（評価基準については別記のとおり）「５」の事業は３８件
（５２.８％）、総合評価「４」の事業は３０件（４１.７％）、総合評価「３」の事業は４件（５.６％）でした。
　なお、総合評価「２」以下の事業はありませんでした。
　評価結果の概要は表１０－３－１「平成２６年度公共事業自己評価事業種別一覧」のとおりです。

別記　
【評価基準】
総合評価５：当該事業に適用できた項目の割合（以下「実施率」という）が９０％以上で、かつ、技術・社会動向か

ら見て最大限の措置を講じている。
総合評価４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定のレベルの措置を講じている。
総合評価３：実施率が７０％以上である。
総合評価２：実施率が５０％以上７０％未満である。
総合評価１：実施率が５０％未満である。

表１０－３－１　平成２６年度公共事業自己評価事業種別一覧

個　別　事　業　評　価
事 業 数事　業　種　名

１２３４５

－－－－－０１　市街地の整備

０００１０１２　道路の整備

－－－－－０３　河川・ダムの整備

０００４３７４　公園、緑地の整備

０００１０１４２４５　下水道の整備

００００２２６　廃棄物処理施設の整備

０００４０４７　住宅団地の建設

００４９６１９８　農業農村の整備

０００１８９９　治山、森林管理道整備

００００２２１０　工業団地、工業用地の造成

－－－－－０１１　水道施設の整備

０００１３４１２　建築物の建設、工作物の設置

００４３０３８７２全　事　業　合　計

７　住宅団地の建設
８　農業農村の整備
９　治山、森林管理道整備
１０　工業団地、工場用地の造成
１１　水道施設の整備
１２　建築物の建設、工作物の設置

評価
「１」
割合

評価
「２」
割合

評価
「３」
割合

評価
「４」
割合

評価
「５」
割合

０％０％５.６％４１.７％５２.８％
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２　環境配慮の取組
①　市街地の整備
　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

②　道路の整備　

　道路の整備に当たっては、「安心安全を実現し災害に強い県土づくり」、「首都圏を支える県土づくり」、「豊か
な暮らしを実現する県土づくり」を目指すべき基本的方向として、整備を進めています。
　これらの基本的方向のもと、環境への配慮については、計画段階において、希少種への影響や地形、景観、
建設副産物の再資源化などを考慮した上でルートや道路構造について検討しており、施工段階においても、時
期や方法等について、希少種や周辺環境への影響に配慮しながら工事を実施しています。また、剪定街路樹の
チップ化による再利用、アスファルト、コンクリート廃材、建設発生土の再利用など建設資材の再資源化にも
積極的に取り組んでいます。

③　河川・ダムの整備
　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

④　公園、緑地の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８４.８％２８３３設計・施工段階都市整備部羽生水郷公園１

４９１.２％３１３４設計・施工段階都市整備部まつぶし緑の丘公園２

４８１.３％２６３２設計・施工段階都市整備部権現堂公園３

５１００％２２２２管 理 段 階環 境 部自然学習センター・北本自然観察公園４

５１００％２０２０管 理 段 階環 境 部狭山丘陵いきものふれあいの里５

５１００％２３２３管 理 段 階環 境 部さいたま緑の森博物館６

４８４.２％１６１９管 理 段 階環 境 部美の山公園７

　自然公園内の施設の維持管理においては、樹林地・湿地・水辺環境などの適切な保全に努めています。また、
自然学習施設の管理運営に指定管理者制度を導入し、指定管理者の持つ専門的なノウハウを活用しながら、自
然保護思想の普及啓発に努めています。
　平成２７年４月現在、公園スタジアム課所管の供用済み２７公園のうち、大宮公園の一部以外は指定管理者によ
り管理運営されています。各公園における環境配慮の推進については、基本協定書の中で環境への配慮を規定
し、省エネルギーの徹底や環境負荷の低減に配慮した物品の調達を行うよう努めています。
　また、公園の整備においては、建設発生土の区域内利用や地域特性に配慮した植生の選定、低排出ガス対策
重機の使用など環境に配慮して整備を進めています。

⑤　下水道の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８８.９％８９施 工 段 階県土整備部一般県道蕨停車場線（（都）旭町前谷線）１

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５１００％１０１０計 画 段 階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業１

５１００％１６１６設計・施工段階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業２

５９５％１９２０管 理 段 階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業３

４８３.３％１０１２計 画 段 階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業４

４８３.３％１５１８設計・施工段階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業５

４８１.８％１８２２管 理 段 階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業６

５１００％１０１０計 画 段 階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業７

５１００％１６１６設計・施工段階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業８

５１００％１９１９管 理 段 階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業９

５１００％１２１２計 画 段 階下 水 道 局中川流域下水道事業１０

５１００％１９１９設計・施工段階下 水 道 局中川流域下水道事業１１

５１００％２２２２管 理 段 階下 水 道 局中川流域下水道事業１２
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　流域下水道事業は、関連市町からの流入下水量の増加に対応するため、終末処理場及びポンプ場において施
設の増設を行っています。また、施設の老朽化に伴う改築・更新を並行して行っています。
　計画段階では、流域別下水道整備総合計画に基づき、東京湾の水質環境基準を達成するための事業計画を策
定しました。
　設計・施工段階では、高温焼却炉等の環境に十分配慮した設計を心がけ、特に建設副産物の削減、リサイク
ルの推進に配慮しました。
　管理段階では、焼却炉の自燃運転等により温室効果ガス排出量の削減を図り、また、下水道フェアを開催し
て県民に対する下水道の普及啓発を行っています。

⑥　廃棄物処理施設の整備

　廃棄物処理施設の整備に当たっては、新技術を導入した公害のない衛生的な最終処分場として建設・管理し、
地域環境の保全を図っています。
　施工段階では、工事によって発生する濁水が外部へそのまま流出しないよう、仮調節池を設置し濁質分を沈
殿させています。また、二重の遮水シートや自己修復性保護マットなど五層の遮水工と漏水検知システムを設
置しています。
　管理段階では、廃棄物の飛散や流出、害虫・悪臭などの発生をなくすため、毎日受入れが終了した後に廃棄
物の表面に覆土を行い、廃棄物が表面に出ない方法で埋立を行っています。覆土に使用する土砂については、
埋立地の造成工事で発生したものを使用しています。また、廃棄物に触れた水については、地元協議会等と締
結した公害防止協定において、水質汚濁防止法の基準よりさらに厳しい基準を設定し、処理しています。

⑦　住宅団地の建設

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５９０.９％１０１１計 画 段 階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１３

４８８.２％１５１７設計・施工段階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１４

４８５.７％１８２１管 理 段 階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１５

４８７.５％７８計 画 段 階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１６

５９２.９％１３１４設計・施工段階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１７

４８８.２％１５１７管 理 段 階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１８

４８７.５％７８計 画 段 階下 水 道 局市野川流域下水道事業１９

４８６.７％１３１５設計・施工段階下 水 道 局市野川流域下水道事業２０

５９４.１％１６１７管 理 段 階下 水 道 局市野川流域下水道事業２１

５１００％８８計 画 段 階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２２

５９２.９％１３１４設計・施工段階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２３

４８２.４％１４１７管 理 段 階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２４

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５１００％１２１２施 工 段 階環 境 部彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業１

５１００％１１１１管 理 段 階環 境 部３号埋立地埋立２

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８６.７％１３１５施 工 段 階都市整備部２２県住大宮東宮下団地１

４８０％１２１５施 工 段 階都市整備部２２県住浦和高層団地２

４８０％１２１５施 工 段 階都市整備部２３県住大宮長山団地３

４８０％１２１５施 工 段 階都市整備部２３県住大宮砂団地４

　県営住宅の建設に当たっては、周辺地域の景観や自然環境に配慮し、建物の配置や構造を工夫するとともに、
オープンスペースの緑化や樹木の有効活用を図っています。また、建物の耐久性に配慮しエネルギーの効率的
利用を図るなど、設計段階において環境配慮に努めています。さらに、施工段階においても、造成工事を最小
限に抑えるなど周辺環境への負荷を少なくするとともに、再生品の使用を推進し再資源化に努めています。
　具体的には、省エネルギー化を推進するため、トイレの便器や水道の蛇口に節水型器具を採用し、節水対策
を実施しています。また、LED照明器具、マシンルームレスエレベーター、電気の使い過ぎ防止対策でピーク
アラーム付分電盤、潜熱回収型給湯器の採用により、電力及びガス使用量の縮減を図っています。
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　用排水施設の整備に当たっては、用水・排水機能が優先されるため、コンクリート水路が主流となっていま
すが、水路は動植物の生息の場として貴重な水辺空間であることから、農村の環境の保全や生態系への配慮な
ど、環境への負荷の軽減に取組んでいます。
　調査・計画段階では、ため池周辺に野生蘭のシュンランが確認されたため、工事計画を堤体エリアに限定し
影響を回避するよう配慮しました。
　設計・施工段階では、排水路護岸に植生ブロック護岸を採用し、動植物等の生態系に配慮したほか、水産研
究所と連携し魚類生息調査を実施し、影響評価を確認しました。また、用水路の水路底に深みを作り、水棲生
物の生息環境を確保しました。

（ほ場整備事業）

⑧　農業農村の整備
　　（用排水施設整備事業）

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

３７５％６８調査・計画段階農 林 部かんがい排水事業（備前渠用水Ⅲ期）１

３７５％６８調査・計画段階農 林 部かんがい排水事業（騎西領・黒沼・笠原沼）２

４８４.６％１１１３調査・計画段階農 林 部土地改良事業計画等調査（篠の池）３

４８４.６％１１１３調査・計画段階農 林 部土地改良事業計画等調査（桐ヶ谷池）４

５９０％９１０設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（南畑用水路）５

４８５.７％１２１４設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（小瀬戸用水路）６

３７７.８％７９設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（備前渠用水Ⅱ期）７

４８４.６％１１１３設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（北河原用水路）８

４８０％１２１５設計・施工段階農 林 部農地防災事業（普門寺池）９

５１００％１３１３設計・施工段階農 林 部農地防災事業（稲荷木落２期）１０

５１００％１３１３設計・施工段階農 林 部農地防災事業（稲荷木落）１１

４８５.７％１２１４設計・施工段階農 林 部農地防災事業（権現堂２期）１２

４８５.７％１２１４設計・施工段階農 林 部農地防災事業（神扇２期）１３

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８９.５％１７１９設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（熊谷中央）１

５９２.３％１２１３設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（荒木）２

５９２.９％１３１４設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（手子林第三）３

　ほ場の整備に当たっては、農村環境の保全や生態系への配慮など、環境への負荷の軽減に取り組んでいます。
　具体的には、排水路にスロープ等を設置し小動物等の移動に配慮したほか、水路底を一部掘り下げ、魚類等
の避難、休息場所を確保しました。
　また、道排水路の法面は土羽処理とし、植生の自然導入を図りました。

（農道整備事業）

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８１.８％９１１設計・施工段階農 林 部農道整備事業（大里比企）１

３７７.８％７９設計・施工段階農 林 部農道整備事業（大里比企北部）２

５９２.９％１３１４設計・施工段階農 林 部中山間総合整備事業（東秩父）３

　農道の整備に当たっては、農村環境の保全や生態系への配慮など、環境への負荷の軽減に取り組んでいます。
　具体的には、擁壁や横断工の護岸に地元産の石材を用い、現況生物の移動空間の保護に配慮しました。
　また、工事に伴い濁水が発生する場合は、バキューム等により回収し、適切に処分を行い、環境に影響がな
いよう配慮しました。

⑨　治山、森林管理道整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５１００％５５計 画 段 階農 林 部予防治山事業（城ノ房）１

５１００％１２１２設 計 段 階農 林 部予防治山事業（城ノ房）２

５１００％１５１５施 工 段 階農 林 部復旧治山事業（大血川）３
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　治山事業の実施に当たっては、木製品の積極的な利用や立木の伐採を最小限にとどめるなど、環境への負荷
を軽減するよう努めています。谷止工では鋼製資材を使用した工法を採用して周囲の景観になじむよう配慮し
ています。
　具体的には、以下の方法により環境負荷の軽減、周辺景観との調和、周辺環境への影響の低減等に配慮して
います。
　・丸太筋工や仮設工で木材の利用
　・コンクリートを使用しない工法、鋼製組立網の採用
　・環境対策型建設機械の採用
　・立木の伐採が最小限となる工法の選定
　・資材の運搬等にモノレールを使用
　森林管理道の整備に当たっては、木製品や再生資材の積極的な活用や環境対策型機械の使用等により、環境
配慮方針に努めています。
　具体的には、以下の方法により環境負荷の軽減、周辺景観との調和、周辺環境への影響の低減等に配慮して
います。
　・壁面緑化が可能な鋼製L型擁壁工の採用
　・再生資材の活用
　・環境対策型建設機械の採用
　・木柵工の設置及びグレーベージュ塗装のガードレールの採用

⑩　工業団地、工業用地の造成

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５１００％１２１２施 工 段 階農 林 部復旧治山事業（井戸沢）４

５１００％１０１０施 工 段 階農 林 部予防治山事業（上久通）５

５９０％９１０施 工 段 階農 林 部予防治山事業（居用）６

５１００％１１１１施 工 段 階農 林 部森林管理道改良事業（城峰２号）７

４８３.３％１０１２施 工 段 階農 林 部森林管理道改良事業（栗山七重）８

５１００％８８施 工 段 階農 林 部森林管理道舗装事業（大名栗）９

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

５９５.６％４３４５設計・実施段階企 業 局杉戸屏風深輪地区産業団地整備事業１

５９２.７％３８４１設計・実施段階企 業 局加須IC東地区産業団地整備事業２

　工業団地の造成に当たっては、農地等が工業用地に大規模に変化することから、環境調査や環境アセスメン
トを実施して、環境配慮に努めています。
　造成に向けて、緑化率（公園・緑地）が全体面積の１５％以上となるようにして、自然環境との共生、地域の
活性を活かした工業団地となるように配慮し、設計・実施段階で環境調査に示された保全措置の実施に努めて
います。
　造成の設計・実施段階では、環境調査に示された以下のような環境保全措置の実施に努めました。
・団地内の随時散水及び工事車両のタイヤ泥落とし装置の設置・アイドリングストップの徹底（大気汚染に
係る埃の飛散防止対策）

・工事車両の低速走行の徹底、低騒音型建設機械の使用、工事時間の制限及び建設機械の同一箇所での集中
稼動の自粛（騒音・振動に係る対策）

　・河川への濁水流出を抑制する目的で仮設沈降枡の設置（水質汚濁に係る対策）
　・希少植物の移植・保全地の確保

⑪　水道施設の整備
　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

⑫　建築物の建設、工作物の設置

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事 業 名番号

４８７.５％２８３２設 計 段 階教 育 局入間わかくさ高等特別支援学校整備事業１

５９８.１％５１５２設 計 段 階県 警 本 部岩槻警察署庁舎新築工事２

５１００％２２２２施 工 段 階都市整備部西部地域振興ふれあい拠点施設整備事業３

５９５.５％２１２２施 工 段 階県 警 本 部東入間警察署庁舎新築工事４
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（５）エコオフィス活動の実施結果について
　コピー用紙の使用量削減、執務室等における節電、エコドライブの推進など、いわゆるエコオフィス活動につ
いては、県の大半の機関が具体的な目標を掲げて取り組んでいます。
　最近数年間のエコオフィス活動の実績をみますと、「公用車に占める次世代自動車の割合」は伸びていますが、
「コピー用紙の使用量」、「電気使用量」「廃棄物の量」等は過去３年間で横ばい傾向にあります。
　ITの活用による紙媒体の削減、ハード面での省エネ対応、こまめな節電等、各機関で「紙・電気・ゴミ」の削
減のための努力を続けていますが、さらなる状況の改善のためには、各機関がPDCAサイクルを維持し、掲げた
目標の達成度を自主的に評価し、活動の体制や内容を見直して、新たな取組につなげていく必要があります。

平成２６年度及び過去３年間の推移項　　　　　目

   対前年度比
平成２６年度 ： ４億６,３９０万枚 ＋９.７％
平成２５年度 ： ４億２,２８０万枚 ＋８.９％
平成２４年度 ： ３億８,８４１万枚 －５.５％

１　コピー用紙の使用量
　　　　　　（Ａ４換算）
　　（全庁）

平成２６年度 ： ２４.５％（３３５台／１,３７０台中）
平成２５年度 ： ２２.９％（３０９台／１,３５２台中）
平成２４年度 ： ２０.７％（２８５台／１,３７６台中）

２　公用車に占める
　　次世代自動車の割合
　　（知事部局及び教育局）

   対前年度比
平成２６年度 ： １１１.７kWh／㎡ －８.６％
平成２５年度 ： １２２.１kWh／㎡ －１.０％
平成２４年度 ： １２３.３kWh／㎡ ＋１.７％

３　事務所の単位面積当たりの
　　電気使用量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２６年度 ： ４１４kL －１５.９％
平成２５年度 ： ４９２kL －１１.７％
平成２４年度 ： ５５７kL ＋１３.７％

４　エネルギー供給設備の
　　燃料使用量（原油換算）
　　（本庁）

   対前年度比
平成２６年度 ： ２２５トン －４.６％
平成２５年度 ： ２３６トン ＋６.４％
平成２４年度 ： ２２２トン －３.１％

５　廃棄物の量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２６年度 ： ７１.８％ －０.３ポイント
平成２５年度 ： ７２.１％ ＋１.４ポイント
平成２４年度 ： ７０.７％ －１.１ポイント

６　ごみのリサイクル率
　　（本庁）

　表１０－４－１　エコオフィス活動に関する実績値の推移

　建築物の建設に当たっては、計画段階から環境への負荷をできるだけ低減するよう検討を行っています。
　施工段階では、耐久性のある資材のほか、再資源化しやすい材料や有害物質の放散量の少ない材料を活用し、
また、敷地の緑化、建築副産物削減及び省エネルギー化の推進にも取り組んでいます。
　一部の建築物では、便器に節水型機器を採用し、供用部の照明にはLED照明器具を採用するなど省エネルギ
ー化を図り、太陽光発電システムや地熱利用システムなどの自然エネルギーの活用も行っています。さらに、
植栽においては、薬剤散布に頼らず管理できる樹種としています。
　なお、入間わかくさ高等特別支援学校の整備に当たっては、閉校となった既存校舎を活用することで、解体
による産業廃棄物の発生を大幅に抑制しました。併せて、ガスヒートポンプ空調機を使用することで、空調負
荷の低減を図るとともに、省エネルギー機器の採用により建物のエネルギー負荷の低減を図っています。



１１ １１ 

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

バス活性化事業費

バス路線の維持・確保を図るため、バス事業者等に対する支援を
行うとともに、路線バスの利便性・快適性の向上を図るため、ノ
ンステップバスの導入について、市町村と協調してバス事業者に
対し補助する。また、地域公共交通の活性化を図るため、市町村
交通政策担当職員を対象とした研修会を開催する。

８５，６９１交通政策課 企画財政部

工場・事業場大気規制事業費
工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の
徹底を図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事
業者指導を行う。

２１，０６８

大気環境課

環 境 部

NOx・PM総量削減調査費

「埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削
減計画」に掲げる目標を達成するため、自動車からの汚染物質排
出状況等の解析や基礎資料等の収集を行う。あわせて汚染物質総
排出量の算定など大気環境の改善に資する調査を実施する。

１２，７０１

青空再生自動車対策事業費
自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。

１１，１７１

自動車公害監察事業費
埼玉県生活環境保全条例に基づき、ディーゼル車の運行規制等を
実施することにより、規制の実効性を確保し、自動車対策を円滑
に推進する。

３５，７７５

大気汚染常時監視事業費

大気汚染状況を的確に把握するため、常時監視測定局を設置し、
老朽化した機器等を更新整備する。また、大気汚染常時監視シス
テムを運用管理し、環境基準の達成状況等の評価を行う。大気汚
染緊急時には光化学スモッグ注意報等の発令、県民への周知によ
り健康被害の未然防止並びに緊急事態の改善を図る。

２８０，７５０

PM２．５対策事業費

微小粒子状物質（PM２．５）の濃度は改善傾向にあるが、県民の不安
感を払しょくするため、常時監視測定局にPM２．５自動測定機を増設
し、また、成分分析も可能な測定機を搭載した電気自動車を導入
し、原因究明に資する。

７０，１５９

有害大気汚染物質等モニタリン
グ調査費

健康被害の未然防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気
汚染物質、酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測
定を行う。

２６，５６０

EV・PHV普及推進事業費 EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ
る更なる普及促進を図る。 ２，１９７

温暖化対策課
青空再生自動車対策事業費 平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補

給、利子補助、損失補償を行う。 １０，９４７

畜政推進事業のうちの一部 「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理
と利用を推進する。 ９４８

畜産安全課 農 林 部
畜政推進事業のうちの一部 良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質た

い肥の生産と有効利用を図る。 ２６５

道路改築費

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。

２，９７２，１５７

道路街路課

県土整備部

重要区間解消推進費 ３３，５００
道路改築事業費 ８３０，０００
社会資本整備総合交付金（改築）整備事業費 ５，４８３，０００
街路整備費 １，３４５，２８５
社会資本整備総合交付金（街路）整備事業費 ２，２９６，２００
橋りょう架換費 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴

う架換え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安
全の確保と円滑な運行を図る。

４００，０００
社会資本整備総合交付金（橋り
ょう）整備事業費 １，１０３，０００

交差点整備費
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図
る。

６１０，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金（交通

安全）事業費 １，００５，０００

自動車更新整備費 出納総務課及び１２集中管理地域機関保有の公用車につき、「埼玉県
公用車グリーン導入指針」等に基づき更新を行う。 ５４，３６４ 出納総務課 会計管理者

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

工場・事業場水質規制事業費
工場・事業場に対して立入検査を行い、また、特定施設等の新増
設時の届出に際して事前指導などを行うことにより、排出水の規
制を徹底し、公共用水域の水質保全を図る。

２２，１３１

水環境課 環 境 部
水質監視事業費

公共用水域の水質・底質・流量の測定、地下水の水質測定及び主
要湖沼の水質調査を実施する。また、ダイオキシン類や健康項目
の環境基準超過時における追跡調査等を行う。

６７，４５８

土壌・地下水汚染対策事業費 土壌・地下水汚染の調査及び対策を実施することにより、土壌・
地下水汚染による県民の健康被害の防止を図る。 １１，８２６

水質事故対策費 油類の流出、魚類の浮上・へい死等の水質事故発生時に適切な措
置を講じることにより、汚染の拡大を防止する。 ２，５９８

２ 公共用水域・地下水及び土壌の汚染防止

（１）平成２７年度環境の保全と創造に資する事業一覧（１８の施策別）
埼玉県環境基本計画［第４次］（平成２４年７月策定）第３章「環境の保全と創造に関する施策展開の方向」に係る

事業一覧表
※ 環境の保全と創造に関する経費のみの算出が困難な事業については、関連予算額の欄に事業費総額を表示し
ています。

Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
１ 大気環境の保全

埼玉県環境基本計画関係
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

綾瀬川・中川水質集中改善事業
費

全国水質ワースト５河川からの脱却を図るため、関係部局及び市
町と連携しながら綾瀬川及び中川の水質改善対策を実施する。 １９，０３９

水環境課 環 境 部
綾瀬川・中川流域合併処理浄化
槽転換促進事業費

中川・綾瀬川流域において、集中的に合併処理浄化槽への転換を
進めることにより、両河川の全国水質ワースト５河川からの脱却
を図る。

２２７，０６６

工場立地指導費 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ６９５企業立地課 産業労働部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

化学物質総合対策推進事業費 化学物質の環境中への排出抑制をはじめとする適正管理及びリス
クコミュニケーションの普及等により環境リスクの低減を図る。 ９，１１９

大気環境課 環 境 部

大気環境石綿対策事業費
大気汚染防止法に基づき、石綿使用建築物解体工事等の立入検査
を実施するとともに、石綿の飛散状況を把握し、石綿による健康
被害の防止を図る。

１１，０２３

石綿健康被害救済基金拠出金 石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき設立された石綿
健康被害救済基金へ埼玉県割当額を拠出する。 ３４，１５０

ダイオキシン類大気関係対策事
業費

ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン
類を排出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内
の汚染状況を把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

１９，２１７

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

公害紛争総合調整事業費
公害に係る紛争の迅速かつ適正な解決及び企業の公害防止意識の
高揚・公害防止技術の向上等を図るため、公害審査会の運営、公
害苦情調査等を実施する。

２，０８７ 環境政策課

環 境 部
公害防止事務市町村指導費

条例で市町村が処理することとされた大気・水質保全、騒音・振
動・悪臭防止等の公害防止業務について、各市町村が円滑に実施
できるよう総合的に支援する。

１０，１３５

水環境課騒音・振動・悪臭防止対策費
市町村の騒音・振動・悪臭事務の支援を行うとともに、自動車交
通騒音・新幹線鉄道騒音・振動及び航空機騒音について環境基準
の達成状況を調査する。

２１，１９０

公害防止組織整備費 公害の発生を未然に防止させるための公害防止主任者の資格認定
講習を行う。 １，４６９

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ６９５企業立地課 産業労働部

舗装道整備費
舗装の破損を修繕することにより、交通の安全を確保し、破損に
起因する騒音、振動から住民を守る。

７，７２９，７９７
道路環境課 県土整備部社会資本整備総合交付金（維持）

事業費 ７５，０００

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

水循環推進費
限りある水資源を有効に活用し、節水型社会を形成するため、「水
の日、水の週間」等の行事を通じた節水思想の啓発を図るもので
ある。

６，６５８土地水政策課 企画財政部

地盤沈下防止対策事業費
法令に基づく地下水の採取規制を行うとともに、地盤沈下の実態
調査及び地下水位等の観測により地盤沈下の防止と地下水資源の
保全を図る。

６５，２８９ 水環境課 環 境 部

森をまもる活動支援事業
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

１１，４４７

森づくり課 農 林 部

美しい森づくり事業

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

１１２，４７０

革新的低コスト造林事業 さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コス
ト植林を実現する。 ８１６

県営林事業 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １００，０８３

治山事業 山地治山、保安林改良、保育 ４６６，０９７

みんなで育てる森づくり事業 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，４２１

水源地域の森づくり事業
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

４７９，９００

里山・平地林再生事業

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

２７６，６５６

森林整備加速化・林業再生事業 森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 １６２，５８３

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

９７，５４３

３ 化学物質対策の推進

４ 身近な生活環境の保全

５ 水循環の健全化と地盤環境の保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費

台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた
め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水貯留浸透施設の設置を実施する。

６，８４４，７４４
河川砂防課

県土整備部

雨水貯留浸透施設整備事業費 ２９，４００
自転車歩行者道整備費

歩道の整備において、透水性舗装を実施することにより、雨水の
地下浸透を促し、地下水の涵（かん）養を図る。

１，４１０，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金（交通

安全）事業費 １，０３４，０００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（水辺）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体と
なって、水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 １２４，４６１水辺再生課

埼玉県水道用水供給事業 地下水の汲み上げによる地盤沈下の防止対策として、水源を河川
表流水として、５５団体（３４市１８町３企業団）に水道用水を卸供給。８４，２２２，７１５ 水道企画課 企 業 局

埼玉県南部工業用水道事業 地盤沈下の防止を図るため、県南東部に工業用水を供給。 ４，９６７，１７２

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費 申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制す
る。 ２８，４０４情報システム課 企画財政部

浄書事務集中管理費 製版印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷に
より紙の使用量を抑制する。 ２３，６６１

文 書 課
総 務 部文書指導及び文書管理費 保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 １６６

県庁舎環境管理事業費 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，４９６管 財 課

消費者啓発事業費

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，３２６消費生活課 県民生活部

ダイオキシン類大気関係対策事
業費（再掲）

ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン
類を排出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内
の汚染状況を把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

１９，２１７ 大気環境課

環 境 部

PCB廃棄物保管事業者指導費
PCB廃棄物の保管事業者に対する監視指導を強化し、その実態把
握と適正処理の指導を行う。また、適正処理の推進のため、独立
行政法人環境再生保全機構の基金に拠出を行う。

３９，１９７

産業廃棄物
指 導 課

産業廃棄物排出事業者指導費 排出事業者への適正処理の指導、減量化に向けた指導などを行う
ことにより、廃棄物の減量化及び適正処理を促進する。 １４，４３７

土砂適正処理監視指導費 無秩序な土砂の堆積を防止するため、土砂の堆積、排出の規制指
導を行う。 １０，７７１

廃棄物関係団体補助 廃棄物関係団体の健全な育成を図るため運営費の一部を補助す
る。 １３０

廃棄物の山の撤去・環境保全対
策費

県内（さいたま市、川越市を除く）に存在する産業廃棄物の山の
うち生活環境の保全上、支障があるものについて、撤去・改善し、
県民の生活環境の保全を図る。

２６，７８９

廃棄物不法投棄特別監視対策費
廃棄物の不法投棄や保管と称する悪質な野積み等に対する早期発
見・早期対応をさらに進めるとともに、広域・巧妙化している不
法投棄等の不適正処理の根絶を図る。

３６，７４３

産業廃棄物審査事務費
産業廃棄物処理業及び産業廃棄物処理施設設置並びに使用済自動
車解体・破砕業の許可事務を円滑に行うとともに、処理業者等の
指導を行い、適正処理を確保する。

１８，２３２

PCB廃棄物掘り起こし調査事
業費

県内の自家用電気工作物設置者を対象とするPCB廃棄物保管状
況の掘り起こし調査を実施するとともに、調査で判明した未届出
PCB廃棄物保管事業者に指導を行う。

「新規」
２５，１４７

資源リサイクル拠点環境調査研
究事業費

彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安
全安心な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・
環境修復技術等の研究開発に活用する。

５３，８０７

資源循環
推 進 課

環境整備センター埋立事業費 自ら最終処分場を確保することが困難な市町村及び事業者の廃棄
物埋立処分を補完するため、県営最終処分場を運営する。 １，２５７，７９３

公共関与による資源循環モデル
事業費

PFI方式及び借地方式により、環境分野の先端技術産業を誘導・集
積し、総合的な資源循環型モデル施設である「彩の国資源循環工
場」を運営する。

１９２，０１４

産業廃棄物適正処理情報化事業
費

産業廃棄物処理に関する実績報告書の集計を行い、業者指導、関
係機関等への情報提供、適正処理の推進などに利用する。 １１，８８９

首都圏廃棄物広域処理推進費 首都圏の自治体が共同、協調し資源循環型社会の構築を目指す。 ３，５４７

循環型社会づくり推進事業費 ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１３８

廃棄物処理施設検査監視指導費 一般廃棄物処理施設の適正な維持管理を推進し、県民の生活環境
を守る。 ４，８８５

廃棄物処理施設整備指導費 国庫補助対象事業として廃棄物処理施設を整備する団体に対し、
その施工における技術及び事務上の指導監督を行う。 ６１２

生ごみバイオガス化発電システ
ム構築事業費

生ごみからエネルギーを回収する生ごみバイオガス化発電施設の
導入を検討する市町村等を支援する。また、同施設の普及に必要
な課題の検討を行う。

３，２５８

食品ロス削減推進事業費 食品ロスの削減を推進し、ごみの減量化を図る。 「新規」
１，３６１

農山村バイオマス利活用促進事
業

農山村バイオマスの利活用促進のための普及・啓発や地域におけ
る先進的な取組を支援する。 ５５７ 農業ビジネス

支 援 課 農 林 部

建設副産物対策推進費
建設副産物対策を推進するため、地区連絡会議、講習会を実施。
建設リサイクル法の適正な執行のため、連絡調整会議、巡回パネ
ル展を実施。

１，８２５建設管理課 県土整備部

埼玉県水道用水供給事業（再掲）
浄水発生土のリサイクルを推進する。

９１０，２９８
水道管理課 企 業 局埼玉県南部工業用水道事業（再

掲） ５６，１４９

６ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

合併処理浄化槽転換促進事業費

「川の国埼玉」の実現のため、平成３７年度生活排水処理率１００％を
目指し、浄化槽整備区域において、合併処理浄化槽への転換に係
る補助を実施している市町村に補助金を交付する。あわせて、市
町村整備型の導入促進策や個人費用の負担軽減により転換を促進
し、公共用水域の水質改善を図る。

３３５，８９０

水環境課 環 境 部

綾瀬川・中川流域合併処理浄化
槽転換促進事業費（再掲）

中川・綾瀬川流域において、集中的に合併処理浄化槽への転換を
進めることにより、両河川の全国水質ワースト５河川からの脱却
を図る。

２２７，０６６

綾瀬川・中川水質集中改善事業
費（再掲）

全国水質ワースト５河川からの脱却を図るため、関係部局及び市
町と連携しながら綾瀬川及び中川の水質改善対策を実施する。 １９，０３９

広域的浄化槽行政検討事業費 浄化槽整備の効果的手法である市町村整備型を全県に導入する方
策として、広域的な事務処理体制の構築について検討する。 ８，２３４

浄化槽関係団体補助 浄化槽関係団体の健全な育成を図るため、運営費の補助を行う。 ３５０
浄化槽検査監視指導費 浄化槽の適正な維持管理を促進し、生活環境の保全を図る。 ２２，３０７
水環境事務費 水環境対策の円滑な推進を図る。 １，１３１

川の国応援団支援事業費
五感による河川環境指標の普及や川の国応援団の活動支援、川の
国アドバイザーの派遣などにより、川の国応援団を中心とした民
と民との連携強化を図り、共助による川の再生を推進する。

１０，６２２

彩の国ゆたかなむらづくり整備
事業（農業集落排水事業）

農村地域における混住化の進展と生活様式の多様化から、農業用
水の水質が悪化している。そのため、生活排水を集合処理する農
業集落排水施設の整備を促進する。

３８５，９９０

農村整備課 農 林 部
川のまるごと再生プロジェクト
（農業用水）推進費

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した
「水辺再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの
市町村又は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくり
と一体となった川の再生を行う。

１，０７７，０００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（再掲） 台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた

め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水貯留浸透施設の設置を実施する。

６，８４４，７４４
河川砂防課

県土整備部

雨水貯留浸透施設整備事業費
（再掲） ２９，４００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（水辺）（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体と
なって、水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 １２４，４６１

水辺再生課
川のまるごと再生プロジェクト
推進費

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した
「水辺再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの
市町村又は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくり
と一体となった川の再生を行う。

１，８２７，０００

川の再生県民運動推進費
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大するこ
とにより、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助
による「川の国埼玉」の実現を図る。

５，８２１

埼玉県流域下水道事業（収益的
支出）

流域関連市町からの下水を効率的に処理し、生活環境の向上及び
公共用水域の水質保全に資する。 ５０，３７４，７６３

下水道管理課 下水道局
埼玉県流域下水道事業（建設改
良費）

流域下水道の整備を進め、公共用水域の水質保全と快適な都市環
境を確保する。 ２３，２３０，６８０

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用
・創造事業推進費

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、
見沼田圃土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営す
るとともに、公有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造
を図る。

３１２，８４０土地水政策課 企画財政部

グリーン庁舎化推進事業費 県庁舎をグリーン庁舎化することにより、環境負荷低減、地球温
暖化対策を図る。 ４，５０３ 管 財 課 総 務 部

街のみどり復活プロジェクト事
業費

都市化の進展に伴い減少した「街のみどり」を積極的に創り出し、
県民へ木陰や憩いの空間を提供する。また、２０２０年の東京オリンピ
ック・パラリンピックの開催に向け、県有施設周辺の緑化を行う。

「新規」
５６，９７８

みどり自然課 環 境 部

身近なみどり重点創出事業
県内の緑化可能なスペースを短期集中的に緑化することで県民の
目に見える形でみどりの再生を図るとともに、将来に向けての環
境意識の醸成を図る。

１４５，４５８

彩の国みどりの基金積立金 彩の国みどりの基金への積み立てを行う。 １，３１４，３４２

身近な緑の保全事業費 埼玉県広域緑地計画の施策を展開し、官民一体となって身近な緑
の保全と創出を推進する。 ５９，５３０

一人一本植樹運動推進事業費 みどりの再生を県民運動として展開するため、県民、行政、民間
が一体となった一人一本植樹運動を展開する。 ３９，４８１

ふるさと自然再生事業費 くぬぎ山地区の保全・再生を図り、平地林や農地が一体となった
豊かな自然環境を次世代へ継承する。 １２，３１０

自然環境保全推進事業費
県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保
全思想の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を
図る。

３９，０５８

緑のトラスト運動推進費 緑のトラスト運動を推進し、埼玉の優れた自然及び貴重な歴史的
環境を保全する。 １０９，９１４

彩の国みどりの基金運営・広報
事業費

彩の国みどりの基金について、県民に導入の必要性などを理解し
てもらうとともに、県民会議を開催し県民参加による基金運営を
図る。

１７，５５５

みどりの埼玉づくり県民提案事
業費

森林や身近な緑の価値や重要性についての理解と関心を高め、県
民共有の財産として社会全体で支えていくため、県民提案による
みどりの保全と創出を推進する。

２６，９１７

８ みどりの保全と再生

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり
７ 河川等の保全と再生
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

美の山公園「関東の吉野山」再
生事業

「関東の吉野山」として知られる美の山公園の桜を再生・整備す
る。 １０，６０４ みどり自然課 環 境 部

山村等振興対策事業 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進
し、山村地域の活性化を図る。 ９３１

農業ビジネス
支 援 課

農 林 部

中山間地域等支援事業 中山間地域の農業生産活動者を支援し、活力ある中山間地域農業
及び多面的機能の維持を図る。 ２７，８６３

彩りの樹の森づくり事業 中山間地域における集落周辺の山林において、山林・原野化した
「非農地」を含めた伐採・下草刈り・補植などの整備を行う。 ９３５

木のある生活空間づくり事業 県産木材の供給・加工・流通体制を整備し、PR効果の高い公共施
設・土木工事や木材需要の多い民間住宅等での利用を促進する。 ５，１００

森づくり課

林業・木材産業構造改革事業
質・量の安定した県産木材を供給するため、加工・流通体制の整
備を進めるとともに、民間利用への波及効果をねらい、公共施設
等への利用促進を図る。

１６４，７８８

CO２吸収量認証事業
企業や団体による森林整備活動に対し、森林CO２吸収量を認証
し、地球温暖化の防止及びCO２削減に取り組む意識の醸成を図
る。

３９０

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

１１，４４７

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ６９５企業立地課 産業労働部

農村地域整備促進費
優良農地の確保・保全と秩序ある土地利用を図るため、実効性の
ある市町村農業振興地域整備計画の管理を指導し、農業振興及び
農村地域の活性化を図る。

２２０

農業政策課

農 林 部

農林公園管理事業 農林公園の適切な管理、運営を行い、農林業関係者の資質の向上
及び都市住民の農林業に対する理解の促進を図る。 ８０，７９９

農林総合研究センター試験研究費
の一部（農林総合研究センター）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として①安全・安心な農産物生産
技術の開発、②環境に調和した生産技術の開発と農商工連携の推
進を行う。

１２４，２６９

見沼農業活性化対策事業 都市と調和した特色ある見沼農業を実現し、農業振興による見沼
田圃（たんぼ）の保全、活用、創造を図る。 ３８，９７３

農業ビジネス
支 援 課

三富資源循環型農業システム振
興対策事業

循環型農業を核とした生産・流通・販売対策により、三富野菜ブ
ランドの確立や地域内消費の拡大を図り、平地林を活用した三富
農業の確立に資する。

１，０００

彩の国グリーンツーリズム総合
対策事業

農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地
域農林業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備や
施設整備を行うとともに交流活動を推進する。

５，４２０

農との共生田園都市豊かなくら
し満喫事業

NPO等の民間団体が自主的に農村の環境資源を維持・活用する実
践的な取組について支援する。 ２，６３９

農薬安全対策事業 農薬による危被害防止のため、農薬の安全かつ適正な使用の確
保、並びに農薬の適切な管理及び販売の推進を図る。 ５，２４６ 農産物安全課

都市と山村交流の森管理事業
「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

４７，８１２ 森づくり課

川のまるごと再生プロジェクト
（農業用水）推進費（再掲）

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した
「水辺再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの
市町村又は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくり
と一体となった川の再生を行う。

１，０７７，０００
農村整備課

多面的機能支援事業 農業・農村の有する多面的機能が適切に発揮されるよう農地・農
業用水路等の保全管理に必要な地域活動を支援する。 ３８６，８２０

道路環境整備費 安心・安全な道路交通及び沿道環境を確保するため、側溝整備、
路面清掃及び雑草刈払い等を行う。 ３，０４４，３９４道路環境課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（再掲） 台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた

め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水貯留浸透施設の設置を実施する。

６，８４４，７４４
河川砂防課

雨水貯留浸透施設整備事業費
（再掲） ２９，４００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（水辺）（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体と
なって、水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 １２４，４６１

水辺再生課
川のまるごと再生プロジェクト
推進費（再掲）

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した
「水辺再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの
市町村又は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくり
と一体となった川の再生を行う。

１，８２７，０００

川の再生県民運動推進費（再掲）
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大するこ
とにより、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助
による「川の国埼玉」の実現を図る。

５，８２１

公園等建設費 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、
広域的な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市にお
ける防災機能の強化が図られる公園を整備する。

８９４，２８５

公 園
スタジアム課 都市整備部

社会資本整備総合交付金（公園）
事業費 ９２４，４９５

都市公園緑化事業費

彩の国みどりの基金を財源とし、県営公園に植樹を行う。一定金
額以上の寄付をいただいた方には、希望により名前やメッセージ
を記したプレートを設置することにより、広く人生の節目などで
の植樹を働きかけ、次世代に引き継ぐ森づくりを実施する。

２８，２８６

新たな森建設費 埼玉県内で、特にみどりの少ない都市部においてまとまった緑を
創出するため、核となる「新たな森」を創造する。 ８７３，０１１

埼玉県地域整備事業 産業団地の造成にあたり、緑地帯の確保や調整池等において、環
境に配慮する。 ２２２，２３３ 地域整備課 企 業 局

９ 森林の整備と保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

希少野生生物保護事業費 希少野生生物保護施策の推進に取り組むとともに、県民の保護意
識の醸成を図る。 ８，６２５

みどり自然課 環 境 部

鳥獣保護対策費
鳥獣保護思想の普及啓発や狩猟・密猟取締りを実施するほか、鳥
獣保護区等を整備し、野生鳥獣の保護繁殖を図る。また、狩猟免
許試験及び免許更新並びに狩猟者登録等を実施する。

２５，２０３

侵略的外来生物対策事業費
特定外来生物による農林業や生活環境被害、人への危害、生態系
への影響を早急に防止し、県民の安全・安心な生活と生物多様性
の確保を図る。

１５，３０２

野生動物レスキュー事業費

傷病野生鳥獣の野生復帰を目指した治療・リハビリ等を通じて、
生物多様性の保全及び県民の野生動物保護思想の啓発を図る。ま
た、野鳥の死亡原因調査により、県民の安全・安心な生活を確保
する。

３，６５５

鳥獣保護団体等育成事業費 鳥獣保護事業の推進を図るため、鳥獣保護思想の普及啓発活動を
実施する各団体を育成・指導する。 ９００

野生生物保護事業費
野生生物の保全を図るため、その生息状況を調査するとともに、
鳥獣保護管理事業計画や第二種特定鳥獣管理計画等に基づき、野
生生物の安定的な保護管理を推進する。

４２，５４４

森林保全対策・「森の番人」育成
事業費

シカを捕獲し、「森の番人」としての役割を担う狩猟者の持続的な
育成・確保を行い、森林の保全を図る。 ５，５００

身近なふる里みどり創造事業費 県民参加の取組による動植物のモニタリング調査や在来植物等の
復元・育成を図り、着実にみどりの再生を実現する。 ４，０５０

長瀞射撃場管理運営事業費

長瀞射撃場の設置目的（射撃に関する技術の向上、銃による事故
の防止及び射撃競技の発展）を達成するため、指定管理者による
適正な管理運営を行う。また、環境保全対策として、場内を流れ
る沢水の水質の継続監視を行う。

１７，０３５

鳥獣保護センター管理運営費

野鳥の高病原性鳥インフルエンザ検査及び傷病野生鳥獣の保護管
理を適正に実施し、さらに人間に危害を及ぼす外来生物を駆除す
ることにより、生物多様性保全を推進するとともに県民の生活環
境を守る。

３１，２１０

シラコバト保全対策事業 コバトンのモデルであり、県の鳥として親しまれている「シラコ
バト」を将来にわたって県のシンボルとして保全する。 ６，５００

ニホンジカ捕獲促進事業費 増加したニホンジカの個体数を減少させるため、シカの捕獲体制
を強化し、森林の保全を図る。 ６３，６８８

埼玉県地域整備事業（再掲） 産業団地の造成にあたり、緑地帯の確保や調整池等において、環
境に配慮する。 ２２２，２３３ 地域整備課 企 業 局

特別天然記念物カモシカ保護対
策事業

特別天然記念物カモシカの保護対策を推進するため、関東山地カ
モシカ保護地域内における生息状況や生息環境を継続的に把握す
るとともに、生息密度や食害状況等の情報を収集する。

８０１ 生涯学習
文化財課 教 育 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

１１２，４７０

森づくり課 農 林 部

革新的低コスト造林事業（再掲） さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コス
ト植林を実現する。 ８１６

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １００，０８３

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ４６６，０９７
みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，４２１

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

４７９，９００

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

２７６，６５６

森林整備加速化・林業再生事業
（再掲）

森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 １６２，５８３

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業（再掲）

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

９７，５４３

皆伐から始める森の若返りスピ
ードアップ事業

伐期を迎え利用可能な人工林を対象として、皆伐から地拵、植栽、
獣害対策、保育までを一貫して行う森林組合等を支援することに
より森林資源の循環利用を促進し、県産木材の安定供給、未利用
木質資源の利用の促進及びCO２の吸収促進等、森林の持つ公益的
機能の向上を図る。

「新規」
１３１，７３２

１０ 生物多様性の保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費
（再掲）

申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制す
る。 ２８，４０４情報システム課 企画財政部

浄書事務集中管理費（再掲） 製版印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷に
より紙の使用量を抑制する。 ２３，６６１

文 書 課

総 務 部

文書指導及び文書管理費（再掲）保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 １６６

省エネルギーサービス委託事業費

県有施設を対象にESCO事業導入を促進し、エネルギー消費量の
削減を図る。
「内訳」総合リハビリ、県民活動総合センター、障害者交流セン
ター、環境科学国際センター、本庁舎、嵐山郷

２５６，１４４

管 財 課県有施設エコオフィス化改修事
業費 県有施設の改修工事を行い省エネルギーを推進する。 ７０７，０３２

県有施設エコオフィス化サービ
ス委託事業費 省エネルギーサービス契約をした施設の委託事業費 ２９，２１５

県庁舎環境管理事業費（再掲） 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，４９６

消費者啓発事業費（再掲）

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，３２６消費生活課 県民生活部

環境にやさしい県庁推進事業費
本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定
した「地球温暖化対策実行計画」「環境配慮方針」「グリーン調達
推進方針」の適切な推進管理を行う。

５６７

環境政策課

環 境 部

環境学習推進事業費 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践
ができるように支援する。 ４，９５３

地球にいいことグリーンチャレ
ンジ事業費

小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒
が学校の内外で進める体験学習を支援し、地域の環境保全活動を
促進する。また、他の模範となる環境保全活動を表彰、紹介する
ことにより環境保全活動の普及啓発を図る。

７，２９３

低炭素型ライフスタイル推進事
業費

低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイル
を転換するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、
県民、事業者、各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実
施する。

７，５３６

温暖化対策課

ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０推進事業費

埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０改訂版）及び埼玉県地球温暖化対策推進条例に定める
施策を着実に実行し、総合的に温暖化対策を推進する。

２，９８０

太陽光発電普及推進事業費 住宅用太陽光発電設備の設置や市民共同発電に対し助成すること
により、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。 ３，４８３

住宅の低炭素化促進事業費
パネルメーカーなど関係事業者と連携したチェックリストの作成
・活用や、家庭部門からのCO２排出量の削減を図るため、各家庭が
省エネ設備の導入に積極的に取り組める仕組みをつくる。

１６４，４１５

CO２排出削減設備導入支援事業
費（名称変更）

目標設定型排出量取引制度の対象となっていない中小規模事業者
のCO２削減を推進するため、事業者が行うCO２排出削減設備の整
備に対して補助を行う。

１００，０００

温暖化対策計画・排出量取引制
度推進事業費

産業・業務部門の温室効果ガス排出量の削減を進めるため、地球
温暖化対策計画制度やエコアップ認証制度の審査や指導を行う。
また、エネルギーを多量に使用する事業所等に対して本県独自の
目標設定型排出量取引制度を導入し、CO２の効果的な排出量削減
に努める。

７５，６０９

中小企業ESCO推進事業費
中小企業から排出されるCO２排出量を効果的に削減するため、エ
スコ（ESCO）事業を活用した省エネ改修工事に対して補助を行
う。

８０，５０３

EV・PHV普及推進事業費（再掲） EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ
る更なる普及促進を図る。 ２，１９７

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補
給、利子補助、損失補償を行う。 １０，９４７

展開エコタウン推進事業費
展開エコタウンとして新たにモデル市を選定し、重点実施街区に
おいて、太陽光発電の設置や省エネ改修などを集中実施すること
により、既存住宅のスマートハウス化を進める。

「新規」
１４５，７２２

エコタウン課
ミニエコタウン推進事業費

ハウスメーカー等の民間事業者と協働で、当該事業者が過去に分
譲した小規模な既存住宅街区において、太陽光発電の設置や省エ
ネ改修などを集中実施することにより、県内各地でスマートハウ
ス化を進める。

「新規」
４０，７７６

地域EMS構築事業費 東松山市において、公共施設を対象に電力使用状況の把握、管理、
表示に基づくエネルギー利用最適化を図る。 ３５，５３６

エコタウンプロジェクト推進事
業費

再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り
組むことにより、エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデル
を全国に発信する。

１０，６９２

工場・事業場大気規制事業費（再
掲）

工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の
徹底を図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事
業者指導を行う。

２１，０６８

大気環境課
有害大気汚染物質等モニタリン
グ調査費（再掲）

健康被害の未然防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気
汚染物質、酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測
定を行う。

２６，５６０

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。また、エコドライブの普及促進を図り、大気環境の
改善と地球温暖化の防止に資する。

１１，１７１

資源リサイクル拠点環境調査研
究事業費（再掲）

彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安
全安心な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・
環境修復技術等の研究開発に活用する。

５３，８０７
資源循環
推 進 課

循環型社会づくり推進事業費
（再掲）

ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１３８

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
１１ 地球温暖化対策の総合的推進
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

再生可能エネルギー地域活用推
進事業費

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた
取組を行う。 ２，１７３

環境政策課

環 境 部

未利用エネルギー徹底活用事業
費

水力発電や地中熱の利用可能性、コスト等を調査、公表する。地
中熱利用システムの導入支援を行う。

「新規」
２１，８５４

低炭素分散型エネルギー普及促
進事業費

コージェネレーションシステムの導入支援を行うとともに、県内
における分散型エネルギーシステムの普及方策を検討する。 ３５，６９９

水素社会へのスタートダッシュ
事業費（名称変更）

水素エネルギーの普及を図るため、水素供給インフラの整備や燃
料電池自動車の普及などの取組を行う。 ２３０，３３７

太陽光発電普及推進事業費（再
掲）

住宅用太陽光発電設備の設置や市民共同発電に対し助成すること
により、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。 ３，４８３ 温暖化対策課

展開エコタウン推進事業費（再
掲）

展開エコタウンとして新たにモデル市を選定し、重点実施街区に
おいて、太陽光発電の設置や省エネ改修などを集中実施すること
により、既存住宅のスマートハウス化を進める。

「新規」
１４５，７２２

エコタウン課

ミニエコタウン推進事業費（再
掲）

ハウスメーカー等の民間事業者と協働で、当該事業者が過去に分
譲した小規模な既存住宅街区において、太陽光発電の設置や省エ
ネ改修などを集中実施することにより、県内各地でスマートハウ
ス化を進める。

「新規」
４０，７７６

地域EMS構築事業費（再掲） 東松山市において、公共施設を対象に電力使用状況の把握、管理、
表示に基づくエネルギー利用最適化を図る。 ３５，５３６

エコタウンプロジェクト推進事
業費（再掲）

再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り
組むことにより、エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデル
を全国に発信する。

１０，６９２

山村等振興対策事業（再掲） 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進
し、山村地域の活性化を図る。 ９３１農業ビジネス支 援 課 農 林 部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

１１２，４７０ 森づくり課 農 林 部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

新エネルギープロジェクト推進
事業

今後の成長が見込まれる次世代住宅分野や蓄電池分野など、新エ
ネルギー分野の複数の研究開発プロジェクトを推進し、新製品・
新技術の開発から実用化、製品化を支援する。県内中小企業の新
エネルギー産業への参入を促進し、新エネルギー産業の県内への
集積を図る。

５４０，７８３産業支援課 産業労働部

山村等振興対策事業（再掲） 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進
し、山村地域の活性化を図る。 ９３１農業ビジネス支 援 課

農 林 部

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

１１，４４７

森づくり課

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

１１２，４７０

革新的低コスト造林事業（再掲） さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コス
ト植林を実現する。 ８１６

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １００，０８３

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ４６６，０９７

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

４７９，９００

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

２７６，６５６

森林整備加速化・林業再生事業
（再掲）

森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 １６２，５８３

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業（再掲）

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

９７，５４３

皆伐から始める森の若返りスピ
ードアップ事業（再掲）

伐期を迎え利用可能な人工林を対象として、皆伐から地拵、植栽、
獣害対策、保育までを一貫して行う森林組合等を支援することに
より森林資源の循環利用を促進し、県産木材の安定供給、未利用
木質資源の利用の促進及びCO２の吸収促進等、森林の持つ公益的
機能の向上を図る。

「新規」
１３１，７３２

建築物環境配慮制度推進事業費 埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく建築物環境配慮制度によ
り、建築物の総合的な環境配慮に対する取組の促進を図る。 ４５８建築安全課 都市整備部

１２ ヒートアイランド対策の推進

１３ 再生可能エネルギーの活用
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。また、エコドライブの普及促進を図り、大気環境の
改善と地球温暖化の防止に資する。

１１，１７１ 大気環境課

環 境 部EV・PHV普及推進事業費（再
掲）

EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ
る更なる普及促進を図る。 ２，１９７

温暖化対策課青空再生自動車対策事業費（再
掲）

平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補
給、利子補助、損失補償を行う。 １０，９４７

道路改築費（再掲）

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。

２，９７２，１５７

道路街路課

県土整備部

重要区間解消推進費（再掲） ３３，５００
道路改築事業費（再掲） ８３０，０００
社会資本整備総合交付金（改築）
整備事業費（再掲） ５，４８３，０００

街路整備費（再掲） １，３４５，２８５
社会資本整備総合交付金（街路）
整備事業費（再掲） ２，２９６，２００

橋りょう架換費（再掲） 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴
う架換え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安
全の確保と円滑な運行を図る。

４００，０００
社会資本整備総合交付金（橋り
ょう）整備事業費（再掲） １，１０３，０００

交差点整備費（再掲）
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図
る。

６１０，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金（交通

安全）事業費（再掲） １，００５，０００

自動車更新整備費（再掲） 出納総務課及び１２集中管理地域機関保有の公用車につき、「埼玉県
公用車グリーン導入指針」等に基づき更新を行う。 ５４，３６４ 出納総務課 会計管理者

１４ 環境に配慮した交通の実施
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用・
創造事業推進費（再掲）

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、
見沼田圃土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営す
るとともに、公有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造
を図る。

３１２，８４０

土地水政策課 企画財政部
国土利用計画等管理運営費 「埼玉県国土利用計画」に基づく、計画的かつ適正な土地利用を

進める。 ４，４４６

水源林重点対策地籍調査事業費 水源地域の市町村が実施する地籍調査事業に補助金を交付し、水
源地域の振興や水源林の保全を図る。 ４４，０４０

環境政策推進費
環境基本法第４３条に基づき設置されている埼玉県環境審議会の運
営、また、国、他都道府県、市町村の環境担当職員との情報交換、
交流等を図る。

８，４６５

環境政策課

環 境 部

環境にやさしい県庁推進事業費
（再掲）

本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定
した「地球温暖化対策実行計画」「環境配慮方針」「グリーン調達
推進方針」の適切な推進管理を行う。

５６７

環境管理事務所運営費 地域における公害の未然防止や自然環境の保全などの環境施策を
実施するため、環境管理事務所を運営する。 １９，８９１

環境影響評価制度運営事業費 埼玉県環境影響評価条例及び戦略的環境影響評価実施要綱に基づ
く制度の円滑な運営を図る。 ６，７９４

環境ビジネス推進事業費

環境の最先端技術をビジネスに取り入れた事例を学びながら環境
ビジネス企業間の交流を図る環境ビジネスセミナーを開催し、企
業・支援機関のネットワークづくりを促進するとともに、環境ビ
ジネスの機運の醸成を図る。また、環境面での国際協力とともに
環境関連企業の海外展開を支援する。

２，２９０

再生可能エネルギー地域活用推
進事業費（再掲）

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた
取組を行う。 ２，１７３

環境創造融資事業費 中小企業者等への長期、低利融資を行い、環境改善施設の整備や
環境に配慮した施設整備等の推進を図る。 ２２，７８３

温暖化対策課

低炭素型ライフスタイル推進事
業費（再掲）

低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイル
を転換するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、
県民、事業者、各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実
施する。

７，５３６

CO２排出削減設備導入支援事業
費（名称変更）(再掲）

目標設定型排出量取引制度の対象となっていない中小規模事業者
のCO２削減を推進するため、事業者が行うCO２排出削減設備の整
備に対して補助を行う。

１００，０００

温暖化対策計画・排出量取引制
度推進事業費（再掲）

産業・業務部門の温室効果ガス排出量の削減を進めるため、地球
温暖化対策計画制度やエコアップ認証制度の審査や指導を行う。
また、エネルギーを多量に使用する事業所等に対して本県独自の
目標設定型排出量取引制度を導入し、CO２の効果的な排出量削減
に努める。

７５，６０９

中小企業ESCO推進事業費
（再掲）

中小企業から排出されるCO２排出量を効果的に削減するため、エ
スコ（ESCO）事業を活用した省エネ改修工事に対して補助を行
う。

８０，５０３

埼玉県環境事務研究会連合会補
助費

埼玉県環境事務研究会連合会の健全な育成を図るため、運営費の
補助を行う。 １００ 水環境課

彩の国新産業創出研究開発推進
事業費

産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化す
るため、環境・エネルギー関連技術、人と社会に優しい技術に重
点を置いて研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

７３，７０６
産業支援課

産業労働部彩の国工場づくり推進事業 環境管理の優れた工場などを指定し、地域に開かれた工場づくり
を進める。 １，２４４

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ６９５企業立地課

農林総合研究センター試験研究
費の一部（農林総合研究センタ
ー）（再掲）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として①安全・安心な農産物生産
技術の開発、②環境に調和した生産技術の開発と農商工連携の推
進を行う。

１２４，２６９農業政策課

農 林 部

見沼農業活性化対策事業（再掲） 都市と調和した特色ある見沼農業を実現し、農業振興による見沼
田圃（たんぼ）の保全、活用、創造を図る。 ３８，９７３

農業ビジネス
支 援 課

三富資源循環型農業システム振
興対策事業（再掲）

循環型農業を核とした生産・流通・販売対策により、三富野菜ブ
ランドの確立や地域内消費の拡大を図り、平地林を活用した三富
農業の確立に資する。

１，０００

農山村バイオマス利活用促進事
業（再掲）

農山村バイオマスの利活用促進のための普及・啓発や地域におけ
る先進的な取組を支援する。 ５５７

彩の国グリーンツーリズム総合
対策事業（再掲）

農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地
域農林業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備や
施設整備を行うとともに交流活動を推進する。

５，４２０

安全安心農産物確保対策推進事
業

農産物生産工程管理指導等における汚染リスクの把握や、化学物
質等による農産物への影響回避技術の開発、農産物の自主生産管
理の普及などにより、安全で安心できる農産物の供給を確保する。

５，５１４

農産物安全課農薬安全対策事業（再掲） 農薬による危被害防止のため、農薬の安全かつ適正な使用の確
保、並びに農薬の適切な管理及び販売の推進を図る。 ５，２４６

埼玉エコ農業推進事業 環境負荷軽減を図る「エコ」農業に取り組む産地を育成するとと
もに、「エコ」農産物の需要拡大や高付加価値化を図る。 １０，２００

畜政推進事業のうちの一部（再
掲）

「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理
と利用を推進する。 ９４８

畜産安全課
畜政推進事業のうちの一部（再
掲）

良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質た
い肥の生産と有効利用を図る。 ２６５

都市と山村交流の森管理事業
（再掲）

「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

４７，８１２
森づくり課

みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，４２１

Ⅳ 環境の保全・創造に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
１５ 環境に配慮した産業・地域づくり
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

街路整備費（再掲） バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。また、安全で快適な歩行空間の確保や都市景
観の向上を図るため、電線類を地中化する。

１，３４５，２８５
道路街路課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（街路）
整備事業費（再掲） ２，２９６，２００

社会資本整備総合交付金（維持）
事業費 安全で快適な歩行空間の確保、都市災害の防止、都市景観の向上

を図るため、電線類を地中化する。
２０，０００

道路環境課電線地中化（道路）整備費 １７０，０００

道路美化推進費
街路樹の剪定枝や刈草の堆肥化の推進と、道路構造の改善や道路
緑化により、安全で快適な歩行空間の確保と道路景観の向上を図
り、「ゆとり」社会の実現を目指す。

７０，５３８

都市計画調査費 都市計画法を適切に運用するための調査や、円滑な手続きを進め
る。 １０，６４４都市計画課

都市整備部景観行政推進事業費 田園と都市が織りなす美しい景観を守り、生かし、創造するため
に景観施策及び屋外広告物施策を推進する。 ４，９７７ 田園都市

づくり課
建築協定 住民の自主的な協定に基づき、良好な住環境を維持、増進する。 ２３，６９６建築安全課
三富地域の文化財普及・啓発事
業

県指定旧跡を中心とした三富新田地域の歴史的価値と現在的意
義、保全の必要性について普及・啓発を行う。 １３５ 生涯学習

文化財課 教 育 局
文化財保護事業補助 文化財の所有者、管理者が行う文化財保存事業を補助する。 １１４，２８０

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

首都圏廃棄物広域処理推進費
（再掲） 首都圏の自治体が共同、協調し循環型社会の構築を目指す。 ３，５４７

資源循環
推 進 課 環 境 部

循環型社会づくり推進事業費
（再掲）

ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１３８

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ６９５企業立地課 産業労働部

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

１１，４４７
森づくり課 農 林 部

みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，４２１

みどりの再生に取り組む県立高
校パワーアップ事業

高校生が教育活動の一環として郷土埼玉のみどりの再生に貢献す
るとともに、みどりを守り育てる教育の一層の充実を図る。 ６，２５５ 高校教育

指 導 課 教 育 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

消費者啓発事業費（再掲）

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，３２６消費生活課 県民生活部

環境科学国際センター事業費
（環境学習分）

環境問題に対する意識の向上を図るため、環境学習の機会及び活
動の場を提供するとともに学習活動の支援を行う。 ４１，７０３

環境政策課

環 境 部

環境学習推進事業費（再掲） 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践
ができるように支援する。 ４，９５３

地球にいいことグリーンチャレ
ンジ事業費（再掲）

小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒
が学校の内外で進める体験学習を支援し、地域の環境保全活動を
促進する。また、他の模範となる環境保全活動を表彰、紹介する
ことにより環境保全活動の普及啓発を図る。

７，２９３

自然公園等管理事業費 県内の優れた自然の風景地を自然公園に指定し、維持管理を行う
とともに、自然公園内における開発行為等の規制を行う。 ３７，６６３

みどり自然課

自然公園等施設整備事業費 自然公園における県有施設の整備を行う。 ４０，７８５

自然ふれあい施設等管理費 自然学習センター・北本自然観察公園など自然ふれあい施設等４
施設の管理運営を行う。 １５７，２１３

里山・平地林保全イニシアチブ
事業費

里山の保全作業への県民参加を図るため、緑の森博物館におい
て、官民連携による保全活動のシステム構築やマニュアル作りを
行う。

４，９０９

自然環境保全推進事業費（再掲）
県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保
全思想の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を
図る。

３９，０５８

都市と山村交流の森管理事業
（再掲）

「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

４７，８１２ 森づくり課 農 林 部

公園等建設費（再掲） 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、
広域的な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市にお
ける防災機能の強化が図られる公園を整備する。

８９４，２８５
公 園
スタジアム課 都市整備部社会資本整備総合交付金（公園）

事業費（再掲） ９２４，４９５

１６ 連携・協働による取組の拡大

１７ 環境を守り育てる次世代の人材育成
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

環境保全普及啓発費
環境保全の重要性を認識してもらうため、環境白書の発行等によ
り、本県の環境の現状と県の施策を広く県民に知らせ、環境保全
思想の普及・啓発を図る。

１，５４５

環境政策課 環 境 部

環境科学国際センター運営費
総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う環境科学国際センターの施設の運営を
図る。

６７，１４９

環境科学国際センター事業費
（試験研究費その他）

総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う。 １３５，１３８

環境科学国際センター事業費
（国際貢献分）

総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う。 ５，９３５

環境科学国際センター分析研究
機器整備事業

環境科学国際センターに期待される役割と機能を果たしていくた
め、センター内の老朽化した分析機器を更新する。 ３５，７０５

世界に通用する研究者育成事業
費

環境科学国際センターの研究員を環境研究の先進国に派遣し、最
先端の試験研究を担う人材を育成する。 ２，１０５

彩の国新産業創出研究開発推進
事業費（再掲）

産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化す
るため、環境・エネルギー関連技術、人と社会に優しい技術に重
点を置いて研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

７３，７０６ 産業支援課 産業労働部

農林総合研究センター試験研究
費の一部（農林総合研究センタ
ー）（再掲）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として①安全・安心な農産物生産
技術の開発、②環境に調和した生産技術の開発と農商工連携の推
進を行う。

１２４，２６９農業政策課 農 林 部

埼玉県水道用水供給事業
埼玉県南部工業用水道事業
埼玉県地域整備事業

事業活動に伴う環境負荷、環境保全対策などを取りまとめた「環
境報告書」を作成し公表。 ０ 総 務 課 企 業 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２７年度当初
予算額（千円）

Ｈ２７年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

環境放射線調査費
国からの委託により、空間放射線量及び土壌等の放射性物質の測
定を行うとともに、県有施設等の空間放射線量や一般環境におけ
る放射性物質の測定を行う。

７，３２１ 大気環境課 環 境 部

１８ 環境科学・技術の振興と国際協力の推進

○ 放射性物質による環境汚染への対応
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２６年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１ 大気環境の保全

次世代自動車の普及割合 ３．２％
９．１％

（Ｈ２５年度末）
１３．０％

光化学スモッグなどの原因とな
る揮発性有機化合物（VOC）の
排出量

４１，６１８t／年
（Ｈ２１年度）

３５，６０５t／年
（Ｈ２５年度）

３３，０００t／年

２
公共用水域・地下水及び土
壌の汚染防止

アユが棲（す）める水質の河川の
割合

７７％ ８４％ ９０％

全国水質ワースト５河川（国土
交通省直轄管理区間）

綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

３ 化学物質対策の推進
リスクコミュニケーション実施数 ８２事業所 １７１事業所 ２００事業所

石綿使用建築物の届出解体工事
における作業基準違反件数

１件 ３件 ０件

４ 身近な生活環境の保全
公害防止管理者・主任者向けフ
ォローアップ研修参加事業者数

８５人 １，４３１人 ２，３００人

５
水循環の健全化と地盤環境
の保全

５年間の累積沈下量（ただしＨ
２３年を除く）が４cm未満の地盤
観測基準点の割合

９７．８％ ９８．７％ ９９．０％

６
資源の有効利用と廃棄物の
適正処理の推進

レジ袋削減に積極的に取り組ん
でいるスーパーマーケット等の
店舗数

３７５店舗 ７６２店舗 ７６０店舗

一般廃棄物の１人１日当たりの
最終処分量

６１g／人・日
（Ｈ２１年度）

４９g／人・日
（Ｈ２５年度末）

５４g／人・日

産業廃棄物の最終処分率
１．６％

（Ｈ２１年度）
１．７％

（Ｈ２５年度末）
１．３％

新たな産業廃棄物の山（大量堆
積）の発生件数

― ０件 ０件

県と民間団体との不法投棄通報
協定団体数

１８団体 ３５団体 ３６団体

３Ｒ推進員の登録者数 ７０人 １４，２４８人 １０，０００人

（２）環境基本計画に掲げた施策指標の推移
Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２６年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

７ 河川等の保全と再生

（再掲）アユが棲（す）める水質
の河川の割合

７７％ ８４％ ９０％

（再掲）全国水質ワースト５河
川（国土交通省直轄管理区間）

綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

生活排水処理率 ８８％ ９０％ ９２％

県民が川の再生に取り組む河川
の延長

３７１㎞ ５０２㎞ ５５０㎞

８ みどりの保全と再生

緑の保全面積 ４８８ha ５１９ha ５４２ha

身近な緑の創出面積 ５７６ha ８８９ha １，０６０ha

彩の国みどりのサポーターズク
ラブ入会団体数

７７団体 ２１４団体 ２００団体

９ 森林の整備と保全

森林の整備・保全面積 － ６，９７８ha １４，０００ha

森林ボランティア活動に参加す
る企業・団体数

１１８団体 １８０団体 ２２０団体

県産木材供給量 ７５，０００�／年 ８３，０００�／年 １１１，０００�／年

１０ 生物多様性の保全

希少野生動植物種の保護など生
物多様性保全活動に取り組む団
体数

３８団体 ９７団体 ２００団体

希少野生動植物種の保護増殖箇
所数

５４か所 ８６か所 ９０か所

施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２６年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１１
地球温暖化対策の総合的
推進

産業・業務部門における温室効
果ガスの排出削減量（Ｈ１７年度
比）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度）

４００万t‐CO２
（Ｈ２５年度末）

２５０万t‐CO２

環境アドバイザー、環境教育ア
シスタント、環境学習応援隊の
派遣回数

２２７回 ２５３回 ２８０回

（再掲）森林の整備・保全面積 － ６，９７８ha １４，０００ha

１２ ヒートアイランド対策の推進

（再掲）産業・業務部門におけ
る温室効果ガスの排出削減量
（Ｈ１７年度比）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度）

４００万t‐CO２
（Ｈ２５年度末）

２５０万t‐CO２

（再掲）緑の保全面積 ４８８ha ５１９ha ５４２ha

（再掲）身近な緑の創出面積 ５７６ha ８８９ha １，０６０ha

１３ 再生可能エネルギーの活用
住宅用太陽光発電設備の設置数 ４１，６３７基 １０５，８１８基 １４０，０００基

再生可能エネルギーの供給量
（単位：テラジュール）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度）

６，１４７TJ ５，６００TJ

１４ 環境に配慮した交通の実現

（再掲）次世代自動車の普及割
合

３．２％
９．１％

（Ｈ２５年度末）
１３．０％

エコドライブアドバイザーの認
定者数

０人 ６，９００人 ２，５００人

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２６年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１５
環境に配慮した産業・地域
づくり

環境ビジネス関連セミナー参加
企業数

３４９社 ６７２社 ５８０社

（再掲）住宅用太陽光発電設備
の設置数

４１，６３７基 １０５，８１８基 １４０，０００基

（再掲）再生可能エネルギーの
供給量（単位：テラジュール）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度）

６，１４７TJ ５，６００TJ

１６
連携・協働による取組の拡
大

（再掲）希少野生動植物種の保
護など生物多様性保全活動に取
り組む団体数

３８団体 ９７団体 ２００団体

（再掲）希少野生動植物種の保
護増殖箇所数

５４か所 ８６か所 ９０か所

（再掲）県民が川の再生に取り
組む河川の延長

３７１㎞ ５０２㎞ ５５０㎞

（再掲）彩の国みどりのサポー
ターズクラブ入会団体数

７７団体 ２１４団体 ２００団体

地域清掃活動団体の登録数 ３２７団体 ３６４団体 ５３０団体

彩の国ロードサポート団体数 ５３１団体 ７０９団体 ７８０団体

（再掲）県と民間団体との不法
投棄通報協定団体数

１８団体 ３５団体 ３６団体

（再掲）レジ袋削減に積極的に
取り組んでいるスーパーマーケ
ット等の店舗数

３７５店舗 ７６２店舗 ７６０店舗

（再掲）環境アドバイザー、環
境教育アシスタント、環境学習
応援隊の派遣回数

２２７回 ２５３回 ２８０回

１７
環境を守り育てる次世代の
人材育成

（再掲）環境アドバイザー、環
境教育アシスタント、環境学習
応援隊の派遣回数

２２７回 ２５３回 ２８０回

環境科学国際センター展示館の
入館者数（Ｈ１２年度からの累計）

５３６，９３１人 ７１６，２３２人 ８０７，０００人

１８
環境科学・技術の振興と国
際協力の推進

環境科学国際センター共同研究
数

２３６ ４１２ ３９０

環境科学国際センター研究発表
数

１，４６４件 ２，３３０件 ２，４３０件

海外からの環境分野の研修員等
の県受入者数

２１０人 ３２６人 ３６５人

海外との環境分野の交流のため
の県派遣者数

２１３人 ４０４人 ３６５人

Ⅳ 環境の保全・創造に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
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